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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

（１）対象地域 

構成市町村名  赤磐市 

面    積  209.36 km2 

人    口  42,448 人（令和 2年 10 月 1 日現在） 

 

 

 

図 1-1 対象地域の位置 
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（２）計画期間 

本計画は、令和 4年 4月 1日から令和 10 年 3 月 31 日までの 6年間を計画期間とする。 

なお、本計画は、第Ⅰ期計画（計画期間：平成 21 年 4 月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日）、

第Ⅱ期計画（計画期間：平成 28 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月 31 日）から引き続き循環型社

会形成の推進を目指す第Ⅲ期計画である。 

また、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直して

いくものとする。 

 

（３）基本的な方向 

赤磐市（以下、「本市」という。）で発生するごみについては、平成 26 年 4 月から稼働して

いる「赤磐市環境センター」で中間処理をしている。中間処理を経て最終的に埋立処分せざ

るを得ないごみについては、現在では県外の民間事業者による委託処理をしている。 

ごみ処理は「自区内処理」が原則であり、本市独自で主体的かつ適時的に最終処分できる

処分体制を再構築するため、新たな最終処分場を整備し、ごみ処理の効率化、廃棄物処理行

政の更なる安定化を図る。 

生活排水対策としては、一般家庭から未処理のまま流される生活雑排水などによる公共用

水域の水質汚濁を防止するため、公共下水道、農業集落排水施設及び合併処理浄化槽の整備

を促進する。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

岡山県策定の「新岡山県ごみ処理広域化計画（平成 19 年 3 月）」では、広域化のブロック

として「赤磐市」「備前市」「瀬戸内市」「和気町」を備前ブロックとして位置づけており、こ

の位置づけは、「第 4次岡山県廃棄物処理計画（平成 29年 3月）」にも引き継がれている。 

備前ブロックでは、ごみ処理の広域化に関する協議を重ねてきたが、財政難や施設更新時

期の違いなど広域処理が困難となったことから、やむを得ず第Ⅰ期計画に基づき、本市単独

で新施設（赤磐市環境センター）の整備を行ったところである。 

本計画においても将来の広域化を踏まえつつ、本市における新最終処分場の整備を進め、

再生利用の促進を図り、本市の循環型社会の構築を推進するとともに、周辺自治体との連携

も視野に入れながら、将来的なごみ処理の広域化のあり方を検討していくこととする。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

令和 2年度の一般廃棄物の排出及び処理状況は、図 2-1 のとおりである。 

 

 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図 2-1 一般廃棄物の処理状況フロー（令和 2年度） 

 

（２）生活排水の処理の現状 

令和 2年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は、図 2-2 のとおりである。 

 

 

※汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図 2-2 生活排水の処理状況フロー（令和 2年度）  

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

804 t 539 t

7.1% 処理残さ量 4.8%

1,539 t

排　出　量 計画処理量 中間処理量 13.6% 処理後最終処分量

11,289 t 10,351 t 1,000 t

100% 91.7% 減量化量 8.9%

8,812 t

自家処理量 直接最終処分量 78.1% 最終処分量

134 t 1,134 t

1.2% 10.0%

261 t

11,289 t

0 t

1,604 t

32,878 人 (77.5%)

38,002 人 (89.5%) 605 人 (1.4%)

42,448 人 (100%) 4,519 人 (10.6%) 5,291 kl/年

1,071 人 (2.5%)

4,446 人 (10.5%)

3,375 人 (8.0%) 5,673 kl/年

浄化槽汚泥発生量

単独処理浄化槽

未処理人口

非水洗化人口 し尿発生量

公共下水道

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

総　人　口 合併処理浄化槽等
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（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表 2-

1 のとおり目標量を定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

目標年度は、計画終了の翌年度である令和 10 年度とする。目標年度における一般廃棄物の

排出及び処理状況を図 2-3 に示す。 

 

表 2-1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図 2-3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 10 年度）  

 事業系 総排出量 2,949  ﾄﾝ 3,105  ﾄﾝ (5.3%)

１事業所当たりの排出量※２ 2.1  ﾄﾝ/事業所 2.2  ﾄﾝ/事業所 (4.8%)

排 出 量  生活系 総排出量 8,340  ﾄﾝ 7,128  ﾄﾝ (-14.5%)

１人当たりの排出量※３ 174  kg/人 153  kg/人 (-12.1%)

合　計  事業系生活系排出量合計 11,289  ﾄﾝ 10,233  ﾄﾝ (-9.4%)

再 生 利 用 量  直接資源化量 804  ﾄﾝ (7.1%) 908  ﾄﾝ (8.9%)

 総資源化量 1,604  ﾄﾝ (13.9%) 1,953  ﾄﾝ (18.3%)

エ ネ ル ギ ー  エネルギー回収量（年間の発電電力量 － MWh － MWh

回 収 量  及び熱利用量） 1,233 GJ 1,112 GJ

最 終 処 分 量  埋立最終処分量 1,134  ﾄﾝ (10.0%) 990  ﾄﾝ (9.7%)

※２　（１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数）

※３　（１人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口）

《用語の定義》

排出量　：　事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）　〔単位：トン〕

再生利用量　：　集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和　〔単位：トン〕

エネルギー回収量　：　エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量　〔単位：MWh〕　及び熱利用量　〔単位：GJ〕　

最終処分量　：　埋立処分された量　〔単位：トン〕

※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する

　　　　割合。現状（令和2年度）の事業系ごみの総排出量は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う事業活動縮小などの影響により、令和元年度

　　　　（3,349トン）から400トン減少している。これにより、現状（令和2年度）に対する目標年度（令和10年度）の事業系ごみの総排出量は5.3％

　　　　増となっているが、令和元年度（3,349トン）に対する割合で見ると7.3％減となっている。

目　標　（割合※１）

（令和2年度） （令和10年度）

　　　現状（令和2年度）の１事業所当たりの排出量は、同上の理由により、令和元年度（2.4トン/事業所）から0.3トン減少している。これにより、

　　　現状（令和2年度）に対する目標年度（令和10年度）の１事業所当たりの排出量は0.1トン増となっているが、令和元年度（2.4トン/事業所）

　　　と比較すると0.2トン減となっている。

指　　　　　　　　標
現　状　（割合※１）

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

908 t 621 t

8.9% 処理残さ量 6.1%

1,507 t

排　出　量 計画処理量 中間処理量 14.8% 処理後最終処分量

10,233 t 9,221 t 886 t

100% 90.1% 減量化量 8.7%

7,714 t

自家処理量 直接最終処分量 75.4% 最終処分量

104 t 990 t

1.0% 9.7%

1,953 t424 t

10,233 t

0 t
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（４）生活排水の処理の目標 

生活排水処理については、表 2-2 のとおり目標量を定め、それぞれの施策に取り組んでい

くものとする。 

目標年度は、ごみ処理と同様に計画終了の翌年度である令和 10年度とする。目標年度にお

ける生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量を図 2-4 に示す。 

 

表 2-2 生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

※汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図 2-4 目標達成時の生活排水の処理状況フロー（令和 10年度） 

  

　公共下水道 32,878 人 （ 77.5% ） 32,416 人 （ 79.2% ）

　集落排水施設等 605 人 （ 1.4% ） 656 人 （ 1.6% ）

　合併処理浄化槽等 4,519 人 （ 10.6% ） 4,975 人 （ 12.2% ）

　未処理人口 4,446 人 （ 10.5% ） 2,892 人 （ 7.1% ）

　　　合　　計 42,448 人 40,939 人

　汲み取りし尿量 5,673 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 2,530 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

　浄化槽汚泥量 5,291 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 6,057 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

　　　合　　計 10,964 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 8,587 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

令和2年度実績 令和10年度目標

処
理
形
態
別
人
口

し尿
・

汚泥
の量

32,416 人 (79.2%)

38,047 人 (92.9%) 656 人 (1.6%)

40,939 人 (100%) 4,975 人 (12.2%) 6,057 kl/年

468 人 (1.1%)

2,892 人 (7.1%)

2,424 人 (5.9%) 2,530 kl/年

浄化槽汚泥発生量

単独処理浄化槽

未処理人口

非水洗化人口 し尿発生量

公共下水道

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

総　人　口 合併処理浄化槽等
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３ 施策の内容 

 

（１）発生抑制、再使用の推進 

 

表 3-1 発生抑制、再使用の推進施策一覧（生活系ごみ） 

施策項目 具 体 的 内 容 計画検討時期 実施時期 

ごみ排出抑制 

行動の取組 

ごみ収集の有料化 

指定袋や指定シールなどの方法により実施している有料

化を継続する。 

－ 継続 

ごみを出さない生活スタイルの推進 

家庭でできる発生・排出抑制等を積極的に取り組む生活

スタイルを推進することで、ごみそのものの減量や資源化

を促進する。 

－ 継続 

マイバッグの利用促進 

購買時に繰り返し利用できるマイバッグを持参すること

で、レジ袋等の過剰な消費を削減する取組を呼び掛け

る。 

－ 継続 

リユース・リサイ

クルの推進 

資源ごみの分別収集・リサイクルの推進 

現在実施している資源物の分別収集を継続するととも

に、更なるリサイクルを促進する。 

－ 継続 

リユースの推進 

市民から無償で提供されたリユース品を受け取り、展示

や抽選等を経て、必要とする人への譲渡を継続する。あ

わせて、リユース品を計量し、資源化の取組実績として評

価する。 

－ 継続 

再生紙使用製品の利用促進 

貴重な資源を有効に利用する取組の一つとして、再生紙

が配合された製品の利用促進を呼びかける。 

－ 継続 

フリーマーケット等のイベントの開催 

リユース品等の交換を促進するため、フリーマーケット等

のイベントの開催や情報提供を行う。 

－ 継続 

環境教育、 

普及啓発、 

助成 

環境教育の充実 

小中学校向けの環境教育用機材の貸出しや、学校・自治

会への出前教育の実施等により、環境教育の充実を図

る。 

－ 継続 

体験講座の実施 

リサイクル実験教室を活用して、環境やごみの減量・リサ

イクル等についての教育を実施する。 

－ 継続 

食品ロス等の情報の提供 

ホームページ・広報・イベント等により、食品ロス等に関す

る情報提供を行う。 

－ 継続 

生ごみ処理容器の設置助成 

生ごみ処理容器に関する設置補助を継続して実施する。 
－ 継続 

厨芥類の減量化推進 

リサイクル会議等により厨芥類の水切りをはじめとする減

量化、堆肥化を推進する。 

－ 継続 
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表 3-2 発生抑制、再使用の推進施策一覧（事業系ごみ） 

施策項目 具 体 的 内 容 計画検討時期 実施時期 

意識向上の取組 

事業者によるリサイクルの推進 

事業者の ISO14000 取得を推進すること等により、事業

者自身によるリサイクルシステムの構築を要請する。 

－ 継続 

事業系ごみの展開検査の実施と排出指導の実施 

事業系ごみの展開検査を実施し、不適正排出について事

業者に指導する。 

－ 継続 

ごみ排出抑制 

行動の取組 

販売店への働きかけ 

販売店による簡易包装や食品の裸売りの推進、リターナ

ブル・詰め替え商品の販売など、ごみの減量化が図れる

方策の実施を要請する。 

－ 継続 

店頭回収等の協力要請 

食品トレイや牛乳パック等の店頭回収、マイバッグ運動へ

の協力を要請する。 

－ 継続 

多量排出事業者への働きかけ 

多量排出事業者に対する廃棄物排出削減計画の策定と

実施の要請を行う。 

－ 継続 

食品廃棄物の 

削減 

食品ロス削減キャンペーン等の実施要請 

県が実施している食品ロスキャンペーンにあわせて市民

や事業者に対して食品ロス関係の啓発を行い、食品ロス

の削減に向けての行動を要請する。 

－ 継続 

 

 

（２）処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表 3-3 に示すとおりである。 

本市の分別区分は、第Ⅰ期計画において整備した「赤磐市環境センター」の稼働にあわ

せて、4町合併から地域で異なっていた分別区分を統一し、目標年度においても引き続き現

状の分別区分を継続し、適宜見直しを行っていくものとする。見直しの際は分別収集を実

施していない資源物の分別の実施や、拠点回収から収集への変更などについても、検討し

ていく。 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

今後も生活系ごみの分別区分に準じて処理処分を行うとともに、多量排出事業者につい

ては、廃棄物の減量及び資源化に協力するよう、廃棄物排出削減計画の策定と実施要請を

行う。 

ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

    本市の一般廃棄物処理施設においては、現在、産業廃棄物の受入れは行っていない。今

後も事業者の責任で処理することを指導し、一般廃棄物処理施設での受入れを行う予定は

ない。 

エ 生活排水処理の現状と今後 

    生活排水の処理については、引き続き、公共下水道や農業集落排水施設が整備されてい

ない人口散在地区等において合併処理浄化槽整備の促進を図る。  
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（３）処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 

前述(２)の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 3-4 のとおり最終処分場の整備

を行う。 

 

表 3-4 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事 業 名 処理能力 設置予定地 事業期間 

1 

最終処分場 

赤磐市一般廃棄物

最終処分場（仮称） 

最終処分場 

整備事業 
約 6,000m3 赤磐市石蓮寺地内 R7～R9 

（整備理由） 事業番号 1 ごみ処理の効率化、廃棄物処理行政の安定化 

 

イ 合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表 3-5 のとおり行う。 

 

表 3-5 合併処理浄化槽の整備計画 

事 業 

直近の整備 

済み基数(基) 

(令和 2 年度) 

整備計画基数 

(基) 

整備計画人口 

(人) 
事業期間 

浄化槽設置整備事業 1,649 240 720 R4～R9 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

施設整備に関する計画支援事業は、表 3-6 のとおり行う。 

 

表 3-6 実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事 業 名 事業内容 事業期間 

1 
最終処分場整備（事業番号 1）に係る 

計画支援事業 

測量調査 R4 

地質調査 R5 

施設整備基本計画 R5 

生活環境影響調査 R5～R6 

基本設計（発注仕様書作成、

設計図書の技術審査等） 
R6 
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（５）その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

ア 不法投棄防止対策 

地域の町内会などと一体となった普及啓発により、分別の徹底を進めるとともに、パト

ロールの強化を行い、不法投棄防止対策を推進する。 

イ 感染症等に対応する処理体制の構築 

ごみ処理作業における安全性を確保し、強靭で持続可能な収集体制を構築する。 

ウ 焼却灰のセメント原料利用の推進 

資源化向上と最終処分量の減量を図るため、民間事業者の協力を得ながら、焼却灰のセ

メント原料利用を推進する。 

エ 不燃残渣のリサイクルに関する調査・研究 

最終処分量の減量を図るため、不燃残渣のリサイクルについての調査・研究を進める。 

オ 廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電のリサイクルについては、特定家庭用機器再商品化法や資源の有効な利用の促進

に関する法律、小型家電リサイクル法に基づく適切な回収、再商品化、再資源化がなされ

るよう、引き続き関連団体や小売店などと協力し、普及啓発を行う。 

カ 災害廃棄物処理に関する事項 

災害発生時には、赤磐市災害廃棄物処理計画（令和 2 年 3 月）に基づき、災害廃棄物等

の発生量の推計、処理期間等の方針及び具体的な処理体制について速やかに検討を行い、

迅速かつ円滑に処理する。災害廃棄物の仮置場については、被災状況に応じて仮置場候補

地等から選定する。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

 

（１）計画のフォローアップ 

赤磐市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて

岡山県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計

画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて計画を見直すもの

とする。 
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５ 添付資料 

 

添付資料１ 目標年度までのトレンドグラフ 

 

①人口 

 

 

 

②事業所数 
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10
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42,448
40,939

実績値 計画値
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③事業系・生活系総排出量 

 

 

 

④1 事業所当たりの排出量・1人当たりの排出量 
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174

2.2
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実績値 計画値

2.1
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⑤総資源化量 

 

 

 

⑥エネルギー回収量 
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⑦最終処分量 

 

 

 

⑧生活排水の処理形態別人口及び汚水衛生処理率 
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添付資料２ 地域内の施設の現況と予定（位置図） 

 

（１）ごみ処理施設関連 

 

 

 

区分 
図中 

番号 
名 称 能力・規模 

現有 

焼却処理施設 ① 赤磐市環境センターエネルギー回収推進施設 44t/日 

資源化施設 

② 赤磐市ペットボトル他ストックヤード 0.6t/日、187 ㎡ 

③ 赤磐市環境センターマテリアルリサイクル推進施設 4t/日 

計画

施設 
最終処分場 ④ 赤磐市一般廃棄物最終処分場（仮称） 約 6,000ｍ3 

  

 

和気町 

赤磐市 

久米南町 

美咲町 

岡山市 

◆① 

●：焼却処理施設 

▲：資源化施設 

★：計画施設(予定) 

① 

③ 

② 

③ 

③ 

④ 

③ 
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（２）し尿処理施設関連 

 

 

 

区分 
図中 

番号 
名 称 能力・規模 

現有 し尿処理施設 ① 和気赤磐衛生センター 72kl/日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和気町 

赤磐市 

久米南町 

美咲町 

岡山市 

◆① 

◆：し尿処理施設 
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（３）浄化槽関連 

浄化槽整備区域は、下記の地域を除く赤磐市全域 

・公共下水道事業計画区域 

・農業集落排水事業計画のうち、事業採択された区域 

 

 

 

区分 
図中 

番号 
名 称 

公共下水道 
① 山陽浄化センター 

② 桜が丘東浄化センター 

特定環境保全公共下水道 
③ 熊山浄化センター 

④ 吉井浄化センター 

農業集落排水事業 

⑤ 勢力地区農業集落排水施設 

⑥ 奥吉原地区農業集落排水施設 

⑦ 仁掘地区農業集落排水施設 

 

  

⑦ 

① 

② 
③ 

⑥ 
⑤

⑤ 

④ 
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添付資料３ 現有及び新設予定の廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ 

 

 

（出典：赤磐市防災マップ）  
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（出典：赤磐市防災マップ）  

【
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施
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（出典：赤磐市防災マップ）  

【
計
画
施
設
（
予
定
）】

 

④
赤
磐
市
一
般
廃
棄
物
最
終
処
分
場
（
仮
称
）
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（出典：和気町 洪水・土砂災害ハザードマップ）  

 

【現有施設】 

①和気赤磐衛生センター 
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様式１ 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表１ 
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磐
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磐
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、
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と
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物
処

理
施

設
の

現
況

と
更

新
、

廃
止

、
新

設
の

予
定

（１
）現

有
施

設
リ

ス
ト

施
設

種
別

事
業

主
体

備
考

ご
み

焼
却

施
設

赤
磐

市
協

定
一

覧
を

25
ペ

ー

ジ
に

記
載

赤
磐

市

赤
磐

市
協

定
一

覧
を

25
ペ

ー

ジ
に

記
載

し
尿

処
理

施
設

和
気

・赤
磐

し
尿

処
理

施
設

一
部

事
務

組
合

（２
）更

新
（改

良
）・

新
設

施
設

リ
ス

ト

施
設

種
別

事
業

主
体

型
式

及
び

処
理

方
式

備
考

最
終

処
分

場
赤

磐
市

管
理

型

サ
ン

ド
ウ

ィ
ッ

チ

方
式

ご
み

処
理

の
効

率
化

、

廃
棄

物
処

理
行

政
の

安

定
化

圧
縮

、
梱

包

破
砕

、
選

別
、

圧
縮

、
梱

包
、

保
管

膜
分

離
脱

窒
素

方
式

処
理

能
力

（単
位

）

約
6,

00
0m

3

72
kL

/日

－
－

20
9.

36
km

2

過
去

の
状

況
・現

状
（排

出
量

等
に

対
す

る
割

合
）

目
　

標

令
和

10
年

度
平

成
29

年
度

平
成

30
年

度
令

和
元

年
度

令
和

2年
度

（２
）地

域
内

人
口

（５
）地

域
の

要
件

人
口

　
　

　
面

積
　

　
　

沖
縄

　
　

　
離

島
　

　
　

奄
美

　
　

　
豪

雪
　

　
　

山
村

　
　

　
半

島
　

　
　

過
疎

　
　

　
そ

の
他

平
成

27
年

度

H
26

.4

H
14

.4

H
20

.1
2

和
気

赤
磐

衛
生

セ
ン

タ
ー施

設
名

赤
磐

市
環

境
セ

ン
タ

ー
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

推
進

施
設

廃
焼

却
施

設
解

体
の

有
無

（解
体

施
設

の
名

称
）

廃
焼

却
施

設
解

体
事

業

着
手

（予
定

）年
月

完
了

（予
定

）年
月

44
t/

日

型
式

及
び


処
理

方
式

准
連

続
式

ス
ト

ー
カ

炉

処
理

能
力

（単
位

）

0.
6t

/日
、

18
7m

2

4t
/日

H
26

.4

施
設

名

リ
サ

イ
ク

ル

セ
ン

タ
ー

埋
立

最
終

処
分

量
（ト

ン
）

指
標

・単
位

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

年

排
出

量

事
業

系
　

総
排

出
量

（ト
ン

）

　
　

　
　

　
　

1事
業

所
当

た
り

の
排

出
量

（ト
ン

/事
業

所
）

（６
）構

成
市

町
村

に
一

部
事

務
組

合
等

が
含

ま
れ

る
場

合
、

当
該

組
合

の
状

況

生
活

系
　

総
排

出
量

（ト
ン

）

　
　

　
　

　
　

1人
当

た
り

の
排

出
量

（ｋ
ｇ
/人

）

合
計

  
  

 事
業

系
生

活
系

の
総

排
出

量
合

計
（ト

ン
）

再
生

利
用

量
直

接
資

源
化

量
（ト

ン
）

総
資

源
化

量
（ト

ン
）

エ
ネ

ル
ギ

ー

回
収

量
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

量
（年

間
の

発
電

電
力

量
　

M
W

H
）

（年
間

の
熱

利
用

量
　

G
J
）

（１
）地

域
名

（４
）構

成
市

町
村

等
名

42
,4

48
人

（令
和

2年
10

月
1日

現
在

）

平
成

28
年

度

（３
）地

域
面

積

赤
磐

市
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場

（仮
称

）

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策

（想
定

浸
水

深
0.

5m
未

満
）

・浸
水

対
策

と
し

て
敷

地
を

1m
程

度

か
さ

上
げ

し
て

い
る

。

・施
設

及
び

周
辺

道
路

等
が

被
災

し

た
場

合
に

備
え

て
、

災
害

廃
棄

物
処

理
に

関
す

る
協

定
を

締
結

し
て

い
る

。

・浸
水

想
定

区
域

外

（想
定

浸
水

深
0.

5m
未

満
）

・浸
水

対
策

と
し

て
敷

地
を

1m
程

度

か
さ

上
げ

し
て

い
る

。

・施
設

及
び

周
辺

道
路

等
が

被
災

し

た
場

合
に

備
え

て
、

災
害

廃
棄

物
処

理
に

関
す

る
協

定
を

締
結

し
て

い
る

。

（想
定

浸
水

深
1.

0～
2.

0m
未

満
）

・浸
水

深
が

0.
5m

未
満

と
な

る
高

さ
ま

で
か

さ
上

げ
し

て
い

る
ほ

か
、

中
央

制

御
室

を
2階

に
設

置
し

て
い

る
。

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策

・浸
水

想
定

区
域

外

廃
止

又
は

休
止

（予
定

）

年
月

解
体

（予
定

）

年
月

未
定

未
定

未
定

未
定

未
定

未
定

未
定

未
定

竣
工

予
定

年
月

R
10

.3

竣
工

年
月

赤
磐

市
ペ

ッ
ト

ボ
ト

ル
他

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド

赤
磐

市
環

境
セ

ン
タ

ー
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設

更
新

（
改

良
）
・
新

設
理

由
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  ４
　

生
活

排
水

処
理

の
現

状
と

目
標

総
人

口
（
人

）

汚
水

衛
生

処
理

人
口

（
人

）

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

（
％

）

汚
水

衛
生

処
理

人
口

（
人

）

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

（
％

）

汚
水

衛
生

処
理

人
口

（
人

）

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

（
％

）

未
処

理
人

口
汚

水
衛

生
未

処
理

人
口

（
人

）

※
 参

考
と

し
て

指
標

と
人

口
等

の
要

因
に

関
す

る
ト

レ
ン

ド
グ

ラ
フ

を
添

付
（
添

付
資

料
１

の
⑧

）

５
　

浄
化

槽
の

整
備

の
状

況
と

更
新

、
廃

止
、

新
設

の
予

定

赤
磐

市

公
共

下
水

道

集
落

排
水

施
設

等

目
標

令
和

1
0
年

度

4
3
,0

0
7

3
1
,6

9
6

7
3
.7

%

60
7

1
.4

%

4
2
,6

2
8

4
2
,4

4
8

3
1
,6

5
5

3
2
,6

7
4

※
 計

画
地

域
内

の
施

設
の

状
況

（現
況

、
予

定
）
を

地
図

上
に

示
し

た
も

の
を

添
付

（
添

付
資

料
２

の
（３

）
）

指
標

・
単

位
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
年

過
去

の
状

況
・現

状

平
成

2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度

4
3
,2

1
8

3
1
,4

7
5

7
2
.8

%

66
2

1
.5

%

事
業

主
体

合
併

処
理

浄
化

槽
等

59
4

62
5

61
6

60
5

4
2
,9

1
3

4
2
,7

5
6

6
,1

3
8

1
0
.9

%

3
2
,8

7
8

3
2
,8

7
8

4
0
,9

3
9

3
2
,4

1
6

7
9
.2

%

65
6

1
.6

%

9
.1

%
9
.3

%
1
0
.6

%

7
3
.8

%
7
6
.4

%
7
7
.1

%
7
7
.5

%

4
,5

1
9

開
始

年
度

H
4
.4

4
,9

7
5

1
2
.2

%

2
,8

9
2

6
,0

0
2

5
,5

6
9

5
,1

8
8

4
,4

4
6

1
.4

%
1
.5

%
1
.4

%
1
.4

%

4
,6

6
2

3
,8

8
8

3
,9

4
6

4
,5

1
9

備
考

4
,4

5
0

1
0
.3

%

6
,6

3
1

4
,5

6
6

1
0
.6

%

施
設

種
別

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業

整
備

予
定

基
数

の
内

容

基
数

24
0

処
理

人
口

72
0

目
標

年
次

Ｒ
1
0

現
有

施
設

の
内

容

基
数

1
,6

4
9

処
理

人
口
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【災害廃棄物処理に関する協定一覧】 

協力・支援協定締結団体 協定の名称 

岡山県及び県内各市町村 岡山県及び県内各市町村の災害時相互応援協定 

一般社団法人岡山県産業廃棄物協会 災害時における廃棄物処理の協力に関する協定 

岡山県環境整備事業協同組合 
災害時における災害し尿等の収集運搬の協力に

関する協定 

一般社団法人岡山県浄化槽団体協議会 
災害時における浄化槽の点検等の協力に関する

協定 

 

 

災害廃棄物処理に係る協力・支援体制の概念図 

（出典：赤磐市災害廃棄物処理計画） 
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様式２ 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表２ 

   

単
位

開
始

終
了

令
和

4
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
9
年

度
令

和
4
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
9
年

度

9
7
0
,0

0
0

0
0

0
1
9
4
,0

0
0

3
8
8
,0

0
0

3
8
8
,0

0
0

8
2
4
,5

0
0

0
0

0
1
6
4
,9

0
0

3
2
9
,8

0
0

3
2
9
,8

0
0

1
赤

磐
市

6
,0

0
0

m
3

R
7

R
9

9
7
0,

0
0
0

1
9
4,

0
0
0

3
8
8,

0
0
0

3
8
8,

0
0
0

8
2
4,

5
0
0

0
1
6
4,

9
0
0

3
2
9,

8
0
0

3
2
9,

8
0
0

1
5
4
,4

4
0

2
5
,7

4
0

2
5
,7

4
0

2
5
,7

4
0

2
5
,7

4
0

2
5
,7

4
0

2
5
,7

4
0

9
9
,3

6
0

1
6
,5

6
0

1
6
,5

6
0

1
6
,5

6
0

1
6
,5

6
0

1
6
,5

6
0

1
6
,5

6
0

2
赤

磐
市

24
0

基
R

4
R

9
1
5
4,

4
4
0

2
5
,7

4
0

2
5
,7

4
0

2
5
,7

4
0

2
5
,7

4
0

2
5
,7

4
0

2
5
,7

4
0

9
9
,3

6
0

1
6
,5

6
0

1
6
,5

6
0

1
6
,5

6
0

1
6
,5

6
0

1
6
,5

6
0

1
6
,5

6
0

7
3
,5

0
0

3
,5

0
0

4
5
,0

0
0

2
5
,0

0
0

0
0

0
7
0
,0

0
0

0
4
5
,0

0
0

2
5
,0

0
0

0
0

0

測
量

調
査

1
赤

磐
市

R
4

R
4

3
,5

0
0

3
,5

0
0

0

地
質

調
査

1
赤

磐
市

R
5

R
5

7
,0

0
0

7
,0

0
0

7
,0

0
0

7
,0

0
0

施
設

整
備

基
本

計
画

1
赤

磐
市

R
5

R
5

2
6
,0

0
0

2
6
,0

0
0

2
6
,0

0
0

2
6
,0

0
0

生
活

環
境

影
響

調
査

1
赤

磐
市

R
5

R
6

1
7
,0

0
0

1
2
,0

0
0

5
,0

0
0

1
7
,0

0
0

1
2
,0

0
0

5
,0

0
0

基
本

設
計

（
発

注
仕

様
書

作
成

、

設
計

図
書

の
技

術
審

査
等

）
1

赤
磐

市
R

6
R

6
2
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

1
,1

9
7
,9

4
0

2
9
,2

4
0

7
0
,7

4
0

5
0
,7

4
0

2
1
9
,7

4
0

4
1
3
,7

4
0

4
1
3
,7

4
0

9
9
3
,8

6
0

1
6
,5

6
0

6
1
,5

6
0

4
1
,5

6
0

1
8
1
,4

6
0

3
4
6
,3

6
0

3
4
6
,3

6
0

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業

合
  

  
 　

　
計

事
　

業
　

名
　

称

最
終

処
分

場
整

備
事

業

○
浄

化
槽

に
関

す
る

事
業

○
最

終
処

分
に

関
す

る
事

業

○
施

設
整

備
に

関
す

る
計

画
支

援
事

業

最
終

処
分

場
整

備
に

係
る

計
画

支
援

事
業

事
　

業
　

種
　

別
事

業

番
号

※
１

事
業

主
体

名
　

　
　

称
※

２

規
　

模
事

業
期

間

備
　

　
考

総
事

業
費

（
千

円
）

交
付

対
象

事
業

費
（
千

円
）
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参考資料様式５ 施設概要（最終処分場系） 

 

施設概要（最終処分場系） 

都道府県名 岡山県 

 

 

(1) 事業主体名    

 

 

赤磐市 

 

 

(2) 施設名称 

 

 

赤磐市一般廃棄物最終処分場（仮称） 

 

 

(3) 工期 

 

 

 令和 ７ 年度 ～ 令和 ９ 年度 

 

 

(4) 処分場面積、容積 

 

 

総面積 

10,000ｍ2 

 

 

埋立面積 

1,200ｍ2 

 

 

埋立容積 

6,000ｍ3 

 

 

(5) 処分開始年度 

  及び終了年度 

 

 

 埋立開始  令和 10 年度 

 埋立終了  令和 24 年度 

 

 

(6) 跡地利用計画 

 

 

公園や環境学習施設などを予定 

 

(7) 地域計画内の役割 

 

ごみ処理は「自区内処理」が原則であり、本市独自で主体的かつ適時

的に最終処分できる処分体制を再構築するため、新たな最終処分場を

整備し、ごみ処理の効率化、廃棄物処理行政の更なる安定化を図る。 

 

(8) 廃焼却施設解体工

事の有無 

 

 

  有   無 

 

 

 

(9)総事業計画額 

 

 

970,000 千円 

うち、交付対象事業費 824,500 千円 
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参考資料様式７ 施設概要（浄化槽系） 

 

施設概要（浄化槽系） 
 

都道府県名 岡山県 
 

(1) 事業主体名 赤磐市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的 

及び内容 

し尿くみ取り、自家処理、単独処理浄化槽等の家庭からの生活排水を

適正に処理することを目的とし、合併処理浄化槽の整備に対する補助

を行う。 

(4）事業期間 令和４年度 ～ 令和９年度 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費 99,360 千円 

うち 

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 

0千円 

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費 

0千円 

 

 ○事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 

【浄化槽設置整備事業の場合】 

  

交付対象基数

（ 720 人分）

5 人槽 基（ 人分） 千円 千円 0 千円

6～7 人槽 240 基（ 720 人分） 99,360 千円 154,440 千円 99,360 千円

8～10 人槽 基（ 人分） 千円 千円 0 千円

11～20 人槽 基（ 人分） 千円 千円 0 千円

21～30 人槽 基（ 人分） 千円 千円 0 千円

31～50 人槽 基（ 人分） 千円 千円 0 千円

51 人槽以上 基（ 人分） 千円 千円 0 千円

基 千円 千円 0 千円

基 千円 千円 0 千円

基 千円 千円 0 千円

基 千円 千円 0 千円

240 基（ 720 人分） 99,360 千円 154,440 千円 99,360 千円

宅内配管費

撤去費

改築費（災害）

改築費（長寿命化）

効果的な転換促進及び管理適正化推進費

台帳作成費

計画策定等調査費

合　計

浄化槽整備
効率化事業費

交付対象

事業費
区分 基準額合計 総事業費
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参考資料様式８ 計画支援概要 

 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 岡山県 

 

(1) 事業主体名 赤磐市 

(2) 事業目的 最終処分場施設整備のため 

(3) 事業名称 最終処分場整備に係る 

測量調査 

最終処分場整備に係る 

地質調査 

最終処分場整備に係る 

施設整備基本計画 

(4) 事業期間 令和４年度 令和５年度 令和５年度 

(5) 事業概要 測量調査 地質調査 施設整備基本計画 

(6) 総事業計画額 3,500 千円 

うち、交付対象事業費 

0 千円 

7,000 千円 

うち、交付対象事業費 

7,000 千円 

26,000 千円 

うち、交付対象事業費 

26,000 千円 

 

 

(1) 事業主体名 赤磐市 

(2) 事業目的 最終処分場施設整備のため 

(3) 事業名称 最終処分場整備に係る 

生活環境影響調査 

最終処分場整備に係る 

基本設計 

(4) 事業期間 令和５年度～令和６年度 令和６年度 

(5) 事業概要 生活環境影響調査 基本設計（発注仕様書作成、設計図

書の技術審査等） 

(6) 総事業計画額 17,000 千円 

うち、交付対象事業費 17,000 千円 

20,000 千円 

うち、交付対象事業費 20,000 千円 

 

 


